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₁ 　は じ め に
　本稿では，地方選挙における政党の関与を時系列的に概観することで，近年の日本における地
方選挙の特徴に接近する1）．着目するのは，第 ₁ に，地方政治における政党のプレゼンスである．
一般的に，選挙において政党が果たしている役割は大きいが，政党がさほど重要な意味をもたな
い選挙も少なくない．政党のプレゼンスの状況は，首長（知事，市区町村長）や議員，さらにはそ
の候補者が政党に所属して公認を受けているか否か，あるいは，公認を受けずとも政党からの推
薦，支持等の支援を受けているか否か等によって示すことができる．ほとんどの首長や議員，さ
らにはその候補者が政党と深く結びついているのであれば，選挙における政党のプレゼンスはき
わめて大きいことになる．例えば，日本の衆参両院の選挙の場合，ほとんどの議員，候補者は政
党の公認を受けており，国政選挙における政党のプレゼンスはきわめて大きい．他方で，地方の
首長選挙においては，政党からの推薦等を受けない，いわゆる無党派首長の増加が₁₉₉₀年代以降
の特徴である．本稿では，近年の選挙においても，そうした傾向に変化はみられないのか否か，
検討する．また，議会選挙においては，国政にくらべると地方レベルでは政党化が進んでおらず，
無所属議員の占める比率が総じて高いが，₉₀年代後半以降，さらに無所属議員の占める比率が増
加する傾向がみられた．近年，そうした傾向に変化はみられないのか否か，検討する．
₁ ）　本稿は，Asian Election Studies （AES）, International Conference on Elections in Taiwan, Japan, 
and Korea under the Mixed-Member Electoral Systems（National Chengchi University, May ₂₄, 
₂₀₀₉）における報告論文 “Changes in Local Autonomy and Local Politics after the Electoral System 
Reform in Japan”，及び，₂₀₁₁年日本選挙学会地方部会報告論文「地方選挙における政党のプレゼン
ス」に加筆修正したものである．
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地方選挙における政党の関与
2　第 ₂ は，地方政治における政党間対立の動向である．地方政治における政党間対立は，国政の
影響を受けつつ，また，各地の個別事情の影響を受けつつ展開してきたといえるが，₁₉₈₀年代以
降のキーワードは「相乗り」であった．相乗りは，首長選挙において主要政党が対立ではなく連
携を選び，選挙後も主要政党による与党体制を組むという構図である．他方で，衆議院に小選挙
区制が導入されて以降，地方政治においても二大政党対立が進行しつつあることが指摘されてき
た．国政において衆院の小選挙区を中心に自民党と民進党2）（民主党，新進党）が対抗するのに連動
して，地方政治においても，定数「 ₁ 」の首長選挙を中心に二大政党が連携ではなく対抗する
ケースが増えているという指摘である．ただし，近年は，民進党（民主党）の低迷により国政にお
ける二大政党対立はかつての勢いを失っているようにみえるが，地方選挙における二大政党間の
対立がいかなる状況になっているのか，首長選挙を中心に検討する．
₂ 　首長選挙における政党
（ １）知事選挙における「無党派」の動向
　はじめに，知事の党派性を時系列的に整理しておこう．図 ₁ は，統一地方選挙時に執行された
選挙について3），知事の党派性を，主要政党の党本部による公認や推薦等の支援状況により，自民
系，非自民系，相乗り，無党派の ₄ つに区分して，それぞれが全体に占める割合の推移を示した
ものである．なお，ここでの相乗りは，自民党と国政第 ₂ 党（社会党，新進党，民主党．自民党が
国政第 ₂ 党の場合は民主党）がともに推薦等により支援した知事であり，例えば，自民党と公明党
の「相乗り」は自民系に含めている．無党派は，主要政党の党本部からの公認や推薦等を受けて
いない知事である．
　図 ₁ を簡単に概観しておこう．₁₉₈₀年代までは，政党の推薦等を受けずに知事の座に就くケー
スはごくまれで，無党派知事はきわめて例外的な存在であった．数少ないケースは，自民党が分
裂選挙となって，党本部がいずれの候補者に対しても推薦等を出せず，結果的に当選者が無党派
の扱いになってしまうといった例である4）．
　₉₀年代に入ると無党派知事が本格的に登場することになるが，その象徴が₁₉₉₅年の選挙におけ
₂ ）　民進党は₂₀₁₆年に民主党から党名変更したが，本稿は₂₀₁₅年の統一地方選挙までを分析の対象とし
ているため，本稿では「民主党」と表記する．
₃ ）　統一地方選挙においてすべての地方選挙が実施されるわけではないので（₂₀₁₅年選挙の実施率は全
体で₂₇.₅％，知事選で₂₁.₃％），統一地方選挙だけでは地方選挙の全体像を正確に把握することはでき
ないが，一定のサンプル数は確保されていることから，時系列的な傾向を概観することは可能である
と考えている．
₄ ）　 ₁₉₇₉年の選挙で無党派知事が存在しているが，これは佐賀県の知事選挙が自民党の分裂選挙とな
り，党本部が推薦を見送ったという例である．
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る青島幸男（東京）・横山ノック（大阪）の両知事の誕生である．彼らは，既成政党から距離を置
くことを最大のアピールポイントとしつつ，主要政党による相乗り候補を破って知事となったの
であり，「無党派知事」の名称は彼らの誕生によって定着したといってよい．そして，無党派知事
がさらに増加するのが₂₀₀₃年の選挙であり，知事の₄₅％が無党派知事となった．₂₀₀₃年の知事選
挙では，本命視される候補者が政党の推薦等を断り，政党は対抗馬を立てることもなく，選挙戦
を静観せざるをえないという構図が複数生じていた5）．
　この背景には，当時は有権者レベルでの政党離れが深刻で，政党との結びつきが薄いとみられ
たほうが無党派層対策として有利と考えられていたことや，集票マシンである政党に依存するこ
となく選挙を戦えるだけの知名度や実績をもった「改革派」の候補が登場したこと，改革派の候
補は推薦等を受けることで政党に借りをつくらず，当選後の県政運営にフリーハンドを確保しよ
うとしていたこと等が指摘できよう6）．ともあれ，₂₀₀₃年当時の知事選挙においては，政党離れ，
脱政党の風潮がかつてないほどに広がっていたといえる．
　その後，₂₀₀₇年の選挙では代表的な無党派知事であった片山善博（鳥取），増田寛也（岩手）両
知事の引退などもあって無党派知事は若干減少するが，その後も無党派知事が ₄ 割程度を占める
₅ ）　自民党は岩手，東京，三重，鳥取の選挙で有力候補から推薦を断られ，民主党も岩手，神奈川，鳥
取で断られた．
₆ ）　石上（₂₀₁₃）， ₇ 頁．
無党派
相乗り
非自民系
自民系
61% 72% 71% 67% 50% 38% 31% 15% 8% 27% 46% 50% 27%
1967 71 75 79 83 87 91 95 99 2003 07 11 15 （年）
11%
11%
24%
14%
15%
15%
23%
9%
8%
8%
28%
17%
6%
27% 36%
46%
46%
46%
75% 18%
15%
36%
7% 8% 15% 17% 45% 31% 42% 36%
図 １ 　知事の党派性の推移
　注）統一地方選挙時に執行の選挙が対象．各党の党本部からの公認，推薦等の有無によって区分している．
出所）『朝日新聞』より作成
4状況が続いている．無党派知事が一定の比率を占めていることは，知事選挙における政党のプレ
ゼンスは，依然として，かつてほど強い状況ではないといえる．ただし，後述するように，最近
の無党派知事は，かつての無党派知事のように政党から積極的に離れようとする者だけではなく，
実質的には政党の支援を受けている者も多く含まれている．
　ところで，無党派知事の増加は，政党が知事選挙において特定の候補を支援しない，あるいは
できないケースが増加していることを意味している．図 ₂ は，主要政党ごとに，党本部が推薦等
を行った知事選挙の割合（特定の候補を党本部が公認・推薦した知事選挙の数／執行された知事選挙
の数）の推移を示したものである．₁₉₉₀年代までの選挙では主要政党はほとんどの知事選挙で特定
の候補を支援していたのであるが，最近では，共産党がほぼすべての知事選挙で公認または推薦
候補を擁立し続けている一方で，他の主要政党は推薦等を行う選挙を減らしてきている．例えば，
自民党は₁₉₉₅年の選挙ではすべての知事選挙で推薦候補を擁立していたが，₂₀₁₁年の選挙では推
薦候補の擁立は約 ₄ 割にとどまっている．民主党も₁₉₉₉年の選挙では ₈ 割以上の知事選挙で推薦
等を行っていたが，₂₀₁₁年の選挙では ₂ 割を下回っている．
　ただし，₂₀₁₅年の選挙では，自民，公明，民主いずれも推薦等を行う比率を高めており，党本
部による知事選挙の関与は強まる方向にある．このように，近年の知事選挙においては，主要政
党の党本部が直接関与しない選挙が半数程度を占めており，近年の無党派知事は，相乗り候補 VS
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図 2 　党本部が公認 ･ 推薦候補を擁立した知事選挙の推移
　注 ）統一地方選挙時に執行の選挙が対象．数値は，党本部が推薦等を行った知事選挙数を執行された知事
選挙数で割った値．
出所）『朝日新聞』より作成
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無党派候補の選挙を無党派候補が勝ち抜いているのではなく，政党が推薦等を行うケースが減っ
たため，政党の推薦等を受けた候補者そのものが減ってきていることによるといえる．
　ここまで，知事選挙に際して政党が推薦等を行うケースが減る傾向にあることを確認してきた
が，知事選挙においては，党本部による推薦が行われなくとも，各党の県レベルの組織による支
援が行われることがしばしばある．表 ₁ は，最近の知事選挙における自民党，公明党，民主党の
候補者支援の形態である．自民党と公明党は，₂₀₁₁，₂₀₁₅年の選挙ともに，（統一地方選挙時に執行
された）すべての知事選挙において，党本部の推薦がない場合は，県連・県本部レベルでの推薦，
支持，支援，又は県会派による推薦を行っている．₂₀₁₅年の選挙は，自民党，公明党ともに，₁₀
選挙のうち，党本部推薦が ₆ 件，県連等の推薦が ₄ 件である．また，民主党も，ほとんどの選挙
で，党本部の推薦がない場合，県連レベルでの推薦，支持を行っているが，特定の候補を支援で
きずに「自主投票」となるケースも数件ある．
　このように，知事選挙における政党による支援の携帯は多様であり，党本部からの支援を受け
ていないために，政党の支援なし＝無党派として扱われる知事であっても，実際には政党による
支援を受けている例が多い．知事選挙を勝ち抜く者たちにとって，政党の党本部の「お墨付き」
の重要性は低下しているとしても，政党の地方組織，あるいは県議グループは依然として無視で
きない存在であり続けているといえる．しかしながら，政党が党本部から地方組織等へと支援の
レベルを低下させてきていること，また，候補者の側も，県連の推薦や県議レベルの実質支援は
ともかく，党本部の推薦等をかならずしも重視しなくなっていることは注目すべき傾向といえる
だろう．
表 １ 　知事選挙における候補者支援の形態
₂₀₁₁年 ₂₀₁₅年
自民党 公明党 民主党 自民党 公明党 民主党
北海道 党本部推薦 党本部推薦 党本部推薦 道連推薦 道連推薦 道連支持
三重 党本部推薦 県連推薦 党本部推薦 党本部推薦 党本部推薦
福井 党本部推薦 県連推薦 県連推薦 県連推薦 県連推薦 県連推薦
島根 党本部推薦 党本部推薦 党本部推薦 党本部推薦
佐賀 党本部推薦 党本部推薦 県連推薦 ― ― ―
東京 都連推薦 都連推薦 都連支援 ― ― ―
神奈川 県連推薦 県連推薦 県連推薦 党本部推薦 党本部推薦 党本部推薦
福岡 党本部推薦 党本部推薦 党本部推薦 党本部推薦 党本部推薦 党本部推薦
大分 県連支援 県連推薦 県連推薦 県連推薦 県連支援
徳島 県会派推薦 県会派推薦 県会派推薦 県連推薦 県会派推薦 県会派推薦
奈良 党本部支援 党本部支援 党本部推薦 党本部推薦 党本部推薦
鳥取 県連支援 県連支援 党本部推薦 党本部推薦 党本部推薦
　注）₂₀₁₁年，₂₀₁₅年の統一地方選挙時に執行の選挙が対象．「―」は選挙なし．
出所）『読売新聞』より作成
6（ 2）知事選挙における二大政党対立の動向
　次に，地方選挙における政党間対立の動向を整理しよう．ここでは，国政における二大政党が
知事選挙において相互にどのようなスタンスをとってきたのかに着目する．図 ₃ は，国政におけ
る二大政党（一方は自民党，他方は₁₉₉₁年までは社会党，₉₅年は新進党，₉₉年以降は民主党）の関係に
よって知事選挙の構図を ₃ つに区分し，その推移を示したものである．二大政党が相乗りして同
一の候補者を支援するのが「相乗型」，二大政党が異なる候補者を支援して対決するのが「対決
型」，二大政党のいずれか一方，又は双方が候補者支援を見送るのが「不戦型」である．なお，こ
こでの支援には，党本部による推薦等だけでなく，党の地方組織（県連等）による推薦等も含んで
いるが，会派等の議員グループによる支援は含めていない7）．
　これまでの状況を概観すると，₁₉₇₅年の選挙までは，自民党と社会党が対決する選挙が増加す
る一方で，両党が相乗りする選挙は減少していった．₁₉₇₅年の選挙は，自民党と社会党との対立
₇ ）　知事選挙における各党の支援の状況は新聞報道等によることになるが，党本部の支援状況は₁₀₀％把
握することが可能であり，また，県連の支援状況もほとんどの場合，把握することが可能であるが，
会派等の議員グループの支援活動を漏れなく把握することは困難である．なお，知事選挙における政
党による支援のあり方が，党本部の公認・推薦・支持，県連の推薦・支持，会派による支援等々，多
様化しているなかにあっては，こうした政党の支援状況のレベルを指標化する作業が求められると思
われる．
0
20
40
60
80
100
1967 71 75 79 83 87 91 95 99 2003 07 11 15 （年）
（％）
33.3
50.0
76.5
40.0
23.1
38.5
23.1 23.1
8.3
20.0
38.5
16.7 20.0
40.0
33.3
17.6
33.3
38.5
15.4
30.8
23.1
16.7
60.0
46.2
83.3
30.0
26.7
16.7
5.9
26.7
38.5
46.2 46.2
53.8
75.0
20.0 15.4
0.0
50.0
相乗型
不戦型
対決型
図 3 　知事選挙における二大政党対立の動向
　注 ）統一地方選挙時に執行された選挙が対象．二大政党の一方は自民党．他方は₁₉₉₁年までは社会党，₉₅年
は新進党，₉₉年以降は民主党．
出所）『朝日新聞』より作成
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構図がピークに達した選挙であり，当時は，他の野党も社会党と連携して自民党との対立を深め
ていった．しかし，₇₀年代の末以降は対決型よりも相乗型が増加して，自民党と社会党との相乗
りが常態化していく．そして，社会党に代わって国政の野党第一党となった新進党，民主党も
₁₉₉₅年，₁₉₉₉年の選挙では，自民党との対決よりも相乗りを選ぶケースのほうが圧倒的に多かっ
た．
　ところが，₂₀₀₃年，₂₀₀₇年の選挙では，不戦型が最も多いものの，相乗型が大幅に減少し，対
決型が急増していった．民主党は₂₀₀₆年に知事選挙と政令指定都市の市長選挙では原則として自
民党と相乗りしないという方針を定めたが，実際，知事選挙において民主党は自民党と対抗する
姿勢を強めていったのである．当時は，国政における二大政党の対立が，県政のレベルにも拡大
しつつあったといえる．しかしながら，₂₀₁₁年の選挙以降は対決型が減少して，逆に相乗型，不
戦型が増加する．₂₀₁₅年の選挙では，対決型が ₂ 割にとどまる一方で，相乗型が半数を占め，県
政レベルにおいて民主党は自公との相乗り路線を強めている．民主党の党勢の低迷により，知事
選挙における二大政党対立の流れは休止したかにみえる．
　なお，民主党が自民党との対決を選んでいるのは，基本的には，民主党が「強い」地域である
といえる．表 ₂ は，₂₀₀₇，₂₀₁₁，₂₀₁₅年の統一地方選挙時に行われた知事選挙について，その対
立構図と民主党の強さとの関係を示したものである．民主党の強さは，知事選挙と同日に執行さ
表 2 　知事選挙の構図と民主党の議席率
　
₂₀₀₇年 ₂₀₁₁年 ₂₀₁₅
議席率（％） 対自民党 議席率（％） 対自民党 議席率（％） 対自民党
（岩手） ₄₃.₈ 対決 ― ― ― ―
東京 （₂₇.₆） 対決 （₄₂.₅） 対決 ― ―
北海道 ₃₃.₀ 対決 ₃₂.₇ 対決 ₂₅.₁ 対決
神奈川 ₃₁.₈ 対決 ₂₇.₁ 相乗り ₁₈.₆ 相乗り
福岡 ₁₃.₆ 対決 ₂₃.₃ 相乗り ₁₅.₃ 相乗り
三重 ₁₁.₈ 相乗り ₂₁.₆ 対決 ₁₃.₂ 不戦
奈良 ₁₅.₉ 不戦 ₁₈.₂ 不戦 ₁₂.₆ 相乗り
鳥取 ₁₃.₂ 不戦 ₁₇.₁ 不戦 ₁₂.₄ 相乗り
福井 ₅.₀ 相乗り ₁₃.₅ 相乗り ₁₂.₀ 相乗り
島根 ₈.₁ 不戦 ₁₃.₅ 不戦 ₉.₁ 不戦
佐賀 ₄.₉ 不戦 ₁₀.₅ 相乗り ― ―
徳島 ₉.₈ 不戦 ₉.₈ 不戦 ₆.₅ 相乗り
大分 ₆.₈ 不戦 ₆.₈ 不戦 ₆.₁ 対決
　注 ）統一地方選挙時に執行の選挙が対象．議席率は同日に行われた道府県議選．東京都は₂₀₀₅年，₂₀₀₉年執行の都
議選．
出所）『読売新聞』より作成
8れた道府県議会選挙における民主党の獲得議席率であらわしている8）．これによると，民主党が自
民党との対決を選んでいるのは，総じて民主党の議席率が高い府県であり，逆に，自民党との相
乗りや不戦となった府県は，民主党の議席率が低いところが多くなっている．表 ₂ によれば，民
主党の議席率が₂₀％を超えているケースでは ₈ 割が対決型であるが，他方で，民主党の議席率が
₂₀％未満のケースでは対決型はわずか ₈ ％である．
（ 3）市長選挙における政党
　次に，「無党派市長」の動向をみておこう．図 ₄ は統一地方選挙時に執行された市長選挙（政令
市は除く）において，政党の支援なしとみなされる市長の割合の推移を示したものである．なお，
ここでは，読売新聞において「与党系」「野党系」あるいは「相乗り」など，何らかの政党色があ
るとみなされている市長以外を無党派市長としている9）．これによると，無党派市長は基本的に増
加傾向が続いており，₂₀₁₅年の選挙では₄₇.₇％が無党派市長となっている．近年の市長選挙におい
ては，当選した市長の半数近くが「無党派」であり，このことは，首長選挙において政党のプレ
ゼンスが低下傾向にあることを示しているといえるだろう．₂₀₁₀年の選挙までのすべての市長選
挙を分析した平野（₂₀₁₂）は，₁₉₉₀年代末以降からみられる脱政党化の傾向は明確であると指摘し
たが10），そうした傾向は₂₀₁₁年，₂₀₁₅年の選挙においてもさらに強まっているといえる．
　政党色のある市長については，₁₉₉₉年の選挙では相乗りが₄₂.₆％と最大であったが，₂₀₀₃年の選
挙では₂₁.₁％への急減し，その後も相乗りの占める比率は₂₀％前後を推移している．一般の市長選
挙については，民主党は自民党との相乗りを拒否するという方針を打ち出したわけではないが，
自民・民主の相乗り市長は減少の傾向にある．また，非自民系の市長は₂₀₁₅年の選挙ではわずか
に₃.₄％にまで減少したが，自民系の市長も₂₈.₄％と低い水準が続いている．市長選挙において政
党のプレゼンスが弱まりつつある傾向は明確であり，政党間の対立が鮮明となる選挙は少数派に
とどまっている．
₈ ）　東京都は同日に議会選挙が行われていないので，₂₀₀₅年と₂₀₀₉年の結果を用いている．
₉ ）　図 ₄ は読売新聞によっている．なお，市長（及び市長選挙候補者）の党派性の認定は，報道各社に
よって異なっている．政党の推薦又は支持が公表されているケースに加えて，各社が取材を通じて政
党による実質的な支援の有無を独自に判断しているためである．例えば₂₀₁₅年の市長選挙の当選者₈₉
人についてみると，『読売』では与党系₂₅人，野党系 ₃ 人，相乗り₁₉人，その他₄₂人としているが，
『毎日』では与党系₃₆人，野党系 ₄ 人，相乗り₁₈人，その他₃₁人，『日経』では与党系₂₄人，野党系 ₃
人，相乗り₁₉人，その他₄₃人としている（『読売新聞』『毎日新聞』『日本経済新聞』₂₀₁₅年 ₄ 月₂₇日
付）．よって，無党派市長（○○系とみなされない市長）の割合も，読売では₄₇.₇％であるが，毎日で
は₃₄.₈％，日経・産経では₄₈.₃％と，かなり幅がある．
10）　平野（₂₀₁₂），₅₁頁．
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₃ 　議会選挙における政党
　次に，議会選挙における政党のプレゼンスを無所属議員の動向からみることにしよう．図 ₅ は
道府県議会，市議会（政令市，特別区を含む），町村議会において無所属議員が占める割合の推移を
示したものである11）．町村議会では，そもそも政党化がほとんど進んでおらず，無所属議員の割合
は₉₀% 程度で推移してきたが，最近の選挙ではわずかではあるが低下の傾向にある．市議会では
緩やかに政党化が進んで₈₀年代には無所属議員の割合が₅₀％を下回ったが，その後再び増加して
₁₉₉₅年～₂₀₀₃年の選挙では₅₇～₅₈％になった．しかしその後は再び減少に転じて，₂₀₁₅年選挙で
は₅₀.₆％である．
　県議会は，もともと市町村議会よりは政党化が進んでおり，無所属議員の割合は₁₅% 前後で推
11）　 ₂₀₁₁年の統一地方選挙は東日本大震災の影響で岩手，宮城，福島の ₃ 県議会選挙が執行されておら
ず，道府県議会選挙の対象は，₂₀₀₇年以前（₄₄道府県）と₂₀₁₁年以降（₄₁道府県）とで異なっている．
なお，東京都と茨城県は議会解散により₁₉₆₇以降，統一地方選挙時以外の執行であり，沖縄県は復帰
後の₁₉₇₂年からの執行である．
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28.4%
29.5%
44.8%
40.7%
24.6%
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17.0%
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42.6%
47.7%
38.6%
22.9%
33.3%
26.2%
2015
2011
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2003
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非自民系 自民系 相乗り 無党派
図 4 　市長の党派性の推移
　注 ）統一地方選挙時に執行の選挙が対象．読売新聞では無所属の市長を「与党系」「野党系」「相乗り」「その他」
に区分しており，ここでは「その他」を無党派市長とみなしている．
出所）『読売新聞』より作成
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移していたが，₁₉₉₅年の選挙から増加傾向を示すようになり，₁₉₉₉年，₂₀₀₃年の選挙では無所属
議員の割合が₂₆％を超えていた．しかしその後は無所属議員の割合は緩やかに低下して，₂₀₁₅年
の選挙では₂₀％となっている．このように，無所属議員の割合は，政党化がほとんど進行してい
ない町村議会は別にして，道府県議会，市議会ともに₁₉₉₅年の選挙から増加し，₂₀₀₃年以降，減
少するという傾向を確認できる．₉₀年代以降，無所属議員は増加傾向にあり，地方議会における
政党離れが進んだが，₂₀₀₇年の選挙以降，無所属議員はおおむね減少傾向にあり，政党への回帰
が進みつつあるといえる．
　無所属議員の₉₀年代以降の増加，そして近年の減少という状況については，₉₃年以降の中央政
界における政党再編が影響していると考えられる．当時，政党再編は国会議員レベルにおいて相
当規模で展開されてきたのであるが，政党を移動した国会議員の系列地方議員の中には，国会議
員と共に党籍を変更した者もいれば，国会議員とは距離を置いて離党しなかった者もいた12）．さら
には，国会議員と共に離党はするものの，新進党などの新党には参加せず無所属議員として活動
する者もいた．新党の地方組織が設立されなかったケース，中央政界の再編が安定するまで様子
12）　 ₉₃年以降の政界再編が国会議員と地方議員の系列関係に与えた影響については，辻（₂₀₀₈），馬渡
（₂₀₁₀），₅₆⊖₅₈頁を参照．
町村議会 市議会（政令市， 特別区含む） 県議会
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図 5 　地方議会における無所属議員の推移
　注）統一地方選挙時に執行の選挙が対象．市議会には政令市，特別区も含む．
出所）総務省自治行政局選挙部『地方選挙結果調』より作成
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見をきめこもうとするケース，新進党の解体によって行き場を失ったケース等々である．こうし
た経緯で無所属となった地方議員の中には，中央政界における政党の離合集散が一段落するにつ
れて，再び政党に戻るといったケースが少なくなかったことが，近年の無所属議員の減少の背景
にあるものと考えられる．
　ところで，すべての無所属議員が政党との関わりを一切もたないというわけではなく，無所属
議員の中には政党との結びつきをもった者も少なくない．図 ₆ は，道府県議会の議員を，政党公
認の議員，選挙で政党の推薦等を受けた政党系無所属議員，選挙で政党の推薦等を受けなかった
「純」無所属議員の ₃ つに区分し，その割合の推移を示したものである13）．これによると，₁₉₉₉年の
選挙では政党公認の議員が約₇₄％，無所属議員が約₂₆％を占めていたが，無所属議員のうち約 ₃
分の ₂ （全体の₁₇.₇％）は政党の推薦等を受けており，純粋な無所属議員と位置づけることができ
るのは，全体の₈.₅％にすぎなかった．その後，純粋な無所属議員の占める割合は減少傾向にあり，
₂₀₁₁年の選挙では，政党公認の議員が₈₁.₀％，政党の推薦等を受けた政党系の無所属議員が
₁₃.₈％，「純」無所属はわずか₅.₂％となった．道府県議会においては，無所属議員といえども選挙
において政党との結びつきをもつ者のほうが多く，政党との関わりをもたない議員のほうが少な
いといえる．ただし，₂₀₁₅年の選挙では「純」無所属が急増し，無所属議員の半数程度を占めて
13）　読売新聞調べにより，無所属議員のうち「～党系」と区分されている議員を政党系無所属，「その
他」に区分されている議員を「純」無所属としている．
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図 6 　道府県議選における政党系無所属と「純」無所属
　注）統一地方選挙時に執行の選挙が対象．無所属議員の内訳は読売新聞調べ．
出所）『読売新聞』より作成
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いる．
　図 ₇ は，上記の ₃ つのグループ（政党公認，政党系無所属，純無所属）ごとに，近年の道府県議
選挙における当選率を比較したものである．これによると，政党公認候補の当選率は₇₅％前後で
安定しており， ₃ グループの中では最も高い．次が政党系の無所属候補（政党からの推薦を受けた
候補）で，当選率は，上下の変動はあるものの₅₀～₆₀％が維持されている．そして当選率が最も低
いのが純無所属の候補で，当選率は₄₀％前後である．このことは，道府県議会の選挙においては，
純無所属は選挙に有利とはいえず，依然として政党のラベル（看板）が有効であり，政党のプレゼ
ンスは低下していないことをうかがわせている．
　ここで，有権者意識の側面から，政党のプレゼンスをみていこう．有権者の意識において，投
票の際に政党はどの程度重視されているのか．明るい選挙推進協会が統一地方選挙後に実施して
いる世論調査において，投票の際に有権者が重視しているのが政党なのか，それとも候補者なの
かを問うた質問があるが，そこで政党を選んだ割合の推移を示したのが図 ₈ である．
　全体としては，地方選挙は政党重視よりも候補者重視の傾向が強く，政党重視の比率は₁₅～
₃₀％程度であり，₂₀₀₃年の選挙までは，政党重視がさらに低下する傾向にあった．₂₀₀₃年の選挙
では，県議選，知事選，市長選，市議選，いずれにおいても政党重視が₁₀～₂₀％程度，候補者重
視が₇₀～₈₀％程度である．ところが，₂₀₀₃年の選挙を底にして，₂₀₀₇年選挙以降は，政党重視が
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図 7 　道府県議選における当選率
　注）統一地方選挙時に執行の選挙が対象．無所属候補，無所属議員の内訳は読売新聞調べ．
出所）『読売新聞』より作成
地方選挙における政党の関与（石上） 13
増加へと転じており，₂₀₁₅年の選挙時には，₂₀₀₃年の選挙時にくらべて，県議選で約₂₂ポイント，
知事選で約₁₄ポイント，市議選で約₁₃ポイント，市長選で約₁₃ポイント，それぞれ政党重視が増
えている．特に，県議選では政党重視が₄₀％を超え，候補者重視を上回っている（政党重視₄₂％，
候補者重視₃₃％）．地方選挙で，政党重視が候補者重視を上回るのはきわめてまれであり，地方選
挙をめぐる有権者の意識においては，近年，政党の重要性は高まりつつあるといえる．
　こうしたなかで，政党側は，首長選挙において候補者の擁立や支援の面で消極的な姿勢をとる
傾向を強めており，地方政治において，政党と有権者との間には若干のズレが生じているといわ
ざるをえない．
₄ 　む す び に
　以上みてきたように，知事選挙と市長選挙においては，各政党の党本部が選挙で推薦等を行う
ケースが減少し，これにともなって無党派知事，無党派市長が増加するという傾向は基本的に続
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図 8 　地方選挙における「政党重視」の推移
　注 ）明るい選挙推進協会が統一地方選挙後に実施している世論調査において，政党重視と回答した割合の推移．市長の
₉₁年以前，市議の₉₁年は，質問なし．
出所）明るい選挙推進協会『統一地方選挙の実態』『統一地方選挙全国意識調査─調査結果の概要─』各版より作成
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いている．ただし，（いずれの政党の本部からも推薦等を受けないという意味での）無党派知事は，政
党の地方組織や特定政党の県議グループから実質的な支援を受けている場合がほとんどであり，
主要政党の推薦候補と対決する，あるいは政党からの支援をあえて拒否する，という意味での無
党派知事が多数を占めるわけではない．とはいえ，地方選挙の中では最も注目度が高いといえる
知事選挙において党本部が推薦等を行う選挙が減少しているという事実は重要であり，このこと
は地方選挙における政党のプレゼンス低下を示しているとみるべきだろう．
　また，近年の地方政治における政党間対立については，一時期，二大政党対立の進行がある程
度は確認できたものの，それは限定的なものにとどまっているといえる．知事選挙については，
民主党は自民党との相乗りを回避し，対抗馬を擁立するケースを増やすなど，二大政党による対
立の構図が定着化したかにみえたが，最近の選挙では対立姿勢を急速に弱めつつある．また，民
主党が自民党との対決を選択しているのは，民主党の基盤がある程度強固な地域に限られており，
党勢が弱い地域では自民党に対抗できておらず，相乗りを選ぶか，不戦敗を強いられている．
　他方で，議会選挙においては，近年，無所属議員はおおむね減少傾向にある．道府県議会では
無所属議員の比率は ₂ 割程度であるが，そのうちの約半数は政党から推薦を受けており，選挙に
おいて政党との結びつきをもたない議員は ₁ 割程度である．また，政党の推薦等を受けない「純」
無所属の候補は当選率が低く，道府県議選挙の候補者にとって，政党から公認や推薦を得ること
は，少なくともマイナスにはなっていない．議会選挙においては，政党のプレゼンスは低下して
いないことを示唆している．
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